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計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費の請求要件について 

（令和 6 年２月６日） 

【用語】 

・サービス利用支援 

⇒サービス等利用計画案を作成し、支給決定等が行われた後に、関係者との連絡調

整その他の便宜を供与するとともに、サービス等利用計画を作成すること。（障害

者総合支援法第５条第２２項）  

・継続サービス利用支援 

⇒モニタリングを行うこと。（障害者総合支援法第５条第 2３項） 

・障害児支援利用援助 

⇒障害児支援利用計画案を作成し、支給決定等が行われた後に、関係者との連絡調

整その他の便宜を供与するとともに、障害児支援利用計画を作成すること。（児童

福祉法第６条の２の２第８項） 

・継続障害児支援利用援助 

⇒モニタリングを行うこと。（児童福祉法第６条の２の２第９項） 

 

１ 計画相談支援費の算定要件    

（１）サービス利用支援費    

指定特定相談支援事業所等がサービス利用支援を行い、サービス等利用計画に

ついて文書により利用者又は障害児の保護者の同意を得た場合に算定する。 

また、算定にあたっては以下のア～オの全てを満たす必要がある。 

ア サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅へ

の訪問による利用者及びその家族への面接等 

イ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又はその家族への説

明並びに利用者又は障害児の保護者の文書による同意 

ウ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又は障害児の保護者

及び担当者への交付 

エ サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴取

   

（２）継続サービス利用支援費 

 指定相談支援事業所等が継続サービス利用支援（モニタリング）を実施し、文書

（モニタリング報告書）により利用者又は障害児の保護者の同意を得た場合に

算定する。 

また、算定にあたっては以下のア、イのいずれも満たす必要がある。 

ア  利用者の居宅等への訪問による利用者又は障害児の保護者への面接等 

イ  アの結果必要に応じて、サービス等利用計画の変更についての（１）ア～エ

に準じた手続きの実施 

２ 障害児相談支援給付費及び計画相談支援費との適用関係 

（１）障害児相談支援給付費の算定要件 

障害児相談支援給付費は指定障害児相談支援事業者が障害児支援利用援助又は

継続障害児支援利用援助を行い、文書により同意を得た場合に算定する。 
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具体的要件については「１（１）サービス利用支援費及び（２）継続サービス利

用支援費」と同様。 

 

（２）障害児相談支援と計画相談支援の適用関係 

障害児が障害福祉サービスと障害児相談支援の両方を利用する場合には、計画

相談支援及び障害児相談支援の対象となる。 

なお、この場合、報酬は障害児相談支援給付費のみ支給される。 

 

３ 支給単位・加算等 

（１）計画相談支援費             

 支給単位・加算 算定要件 留意事項 単位/月 

サービス利用支援費 

 

機能強化型サービス利用

支援費（Ⅰ） 

１（１）及び

別表１参照 
事前に市へ届出が必要 2,014 

機能強化型サービス利用

支援費（Ⅱ） 

１（１）及び

別表２参照 
事前に市へ届出が必要 1,914 

機能強化型サービス利用

支援費（Ⅲ） 

１（１）及び

別表３参照 
事前に市へ届出が必要 1,822 

機能強化型サービス利用

支援費（Ⅳ） 

１（１）及び

別表４参照 
事前に市へ届出が必要 1,672 

サービス利用支援費（Ⅰ） １（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、

1 か月の取扱件数（※）が 40

未満の部分について算定 

1,572 

サービス利用支援費（Ⅱ） １（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、

1 か月の取扱件数（※）が 40

以上の部分について算定 

732 

継続サービス利用支援費 

 
機能強化型継続サービス

利用支援費（Ⅰ） 

１（２）及び

別表１参照 
事前に市へ届出が必要 1,761 

 
機能強化型継続サービス

利用支援費（Ⅱ） 

１（２）及び

別表２参照 
事前に市へ届出が必要 1,661 

 
機能強化型継続サービス

利用支援費（Ⅲ） 

１（２）及び

別表３参照 
事前に市へ届出が必要 1,588 

 
機能強化型継続サービス

利用支援費（Ⅳ） 

１（２）及び

別表４参照 
事前に市へ届出が必要 1,408 

 
継続サービス利用支援費

（Ⅰ） 
１（２）参照 

相談支援専門員１人当たり、

1 か月の取扱件数（※）が 40

未満の部分について算定 

1,308 

 
継続サービス利用支援費

（Ⅱ） 
１（２）参照 

相談支援専門員１人当たり、

1 か月の取扱件数（※）が 40

以上の部分について算定 

606 

※取扱件数は前６か月の平均値、基本報酬以外の加算や地域相談支援事業とし

て対応した件数は含めない。 
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（２）障害児相談支援費 

 支給単位・加算 算定要件 留意事項 単位/月 

障害児支援利用援助費 

 

機能強化型障害児支援利

用援助費（Ⅰ） 

２（１）及び

別表１参照 
事前に市へ届出が必要 2,201 

機能強化型障害児支援利

用援助費（Ⅱ） 

２（１）及び

別表２参照 
事前に市へ届出が必要 2,101 

機能強化型障害児支援利

用援助費（Ⅲ） 

２（１）及び

別表３参照 
事前に市へ届出が必要 2,016 

機能強化型障害児支援利

用援助費（Ⅳ） 

２（１）及び

別表４参照 
事前に市へ届出が必要 1,866 

障害児利用支援費（Ⅰ） ２（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、1 か

月の取扱件数（※）が 40 未満の

部分について算定 

1,766 

障害児利用支援費（Ⅱ） ２（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、1 か

月の取扱件数（※）が 40 以上の

部分について算定 

815 

継続障害児支援利用援助費 

 

機能強化型継続障害児支

援利用援助費（Ⅰ） 

２（１）及び

別表１参照 
事前に市へ届出が必要 1,896 

機能強化型継続障害児支

援利用援助費（Ⅱ） 

２（１）及び

別表２参照 
事前に市へ届出が必要 1,796 

機能強化型継続障害児支

援利用援助費（Ⅲ） 

２（１）及び

別表３参照 
事前に市へ届出が必要 1,699 

機能強化型継続障害児支

援利用援助費（Ⅳ） 

２（１）及び

別表４参照 
事前に市へ届出が必要 1,548 

継続障害児利用支援費

（Ⅰ） 
２（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、1 か

月の取扱件数（※）が 40 未満の

部分について算定 

1,448 

継続障害児利用支援費

（Ⅱ） 
２（１）参照 

相談支援専門員１人当たり、1 か

月の取扱件数（※）が 40 以上の

部分について算定 

662 

※取扱件数は前６か月の平均値、基本報酬以外の加算や地域相談支援事業とし

て対応した件数は含めない。 
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別表１ 

基本報酬区分 要件 

機能強化

（Ⅰ） 
① 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議を定期的に開催している。 

② 24 時間常時連絡できる体制を整備している。 

③ 
当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。 

④ 
基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場合に、当該ケ

ースを受託する体制を整備している。 

⑤ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している。 

⑥ 
基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画してい

る。 

⑦ １人の相談支援専門員の取扱件数（前６月平均）が 40 件未満である。 

⑧ 

専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を合計４名以上

配置し、かつ、そのうち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了してい

る。 

※３名（現任研修を修了した相談支援専門員１名を含む。）を除いた相談支

援専門員については、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合

は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えない。また、

同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事

業所又は指定自立生活援助事業所の場合については、当該３名を除く相談支

援専門員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

※特別地域加算の対象地域のうち、従事者の確保が著しく困難な地域に所在

する指定特定相談支援事業所においては、都道府県と連携した上で市が認め

る場合、配置される常勤の相談支援専門員のうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していることに代えて、当該相談支援事業所以外に配置され

る主任相談支援専門員等により一定の指導及び助言が行われる体制が確保さ

れていることで足りるものとする。 

⑨ 
協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要な取

り組みを実施している。 

⑩ 

（複数事業所が協働で体制を確保する場合の要件）運営規定において、市に

より地域生活支援拠点等として位置付けられていることを定めていること又

は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、協

議会に定期的に参画している。 

※経過措置として、改正前に機能強化型サービス利用支援費を算定していた事業

所においては、令和７年３月３１日までの間は、上記⑥及び⑨の要件を満たしてい

るものとみなす。 
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別表２ 

基本報酬区分 要件 

機能強化（Ⅱ） 
① 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等

を目的とした会議を定期的に開催している。 

② 24 時間常時連絡できる体制を整備している。 

③ 
当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。 

④ 
基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場合に、当該ケ

ースを受託する体制を整備している。 

⑤ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している。 

⑥ 
基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画して

いる。 

⑦ １人の相談支援専門員の取扱件数（前６月平均）が 40 件未満である。 

⑧ 

専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を合計３名以

上配置し、かつ、そのうち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了してい

る。 

※２名（現任研修を修了した相談支援専門員１名を含む。）を除いた相談支援

専門員については、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合

は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えない。また、

同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事

業所又は指定自立生活援助事業所の場合については、当該３名を除く相談支

援専門員に限らず、職務を兼務しても差し支えない。 

※特別地域加算の対象地域のうち、従事者の確保が著しく困難な地域に所在

する指定特定相談支援事業所においては、都道府県と連携した上で市が認め

る場合、配置される常勤の相談支援専門員のうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していることに代えて、当該相談支援事業所以外に配置され

る主任相談支援専門員等により一定の指導及び助言が行われる体制が確保

されていることで足りるものとする。 

⑨ 
協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要な取

り組みを実施している。 

⑩ 

（複数事業所が協働で体制を確保する場合の要件）運営規定において、市に

より地域生活支援拠点等として位置付けられていることを定めていること

又は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、

協議会に定期的に参画している。 

※経過措置として、改正前に機能強化型サービス利用支援費を算定していた事業

所においては、令和７年３月３１日までの間は、上記⑥及び⑨の要件を満たしてい

るものとみなす。 
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別表３ 

基本報酬区分 要件 

機能強化（Ⅲ） 
① 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議を定期的に開催している。 

② 24 時間常時連絡できる体制を整備している。 

③ 
当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。 

④ 
基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場合に、当該ケ

ースを受託する体制を整備している。 

⑤ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している。 

⑥ 
基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画してい

る。 

⑦ １人の相談支援専門員の取扱件数（前６月平均）が 40 件未満である。 

⑧ 

専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を合計２名以上

配置し、かつ、そのうち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了している。 

※現任研修を修了した相談支援専門員１名を除いた相談支援専門員について

は、当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内に

ある他の事業所の職務を兼務しても差し支えない。また、同一敷地内にある

事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事業所又は指定自立

生活援助事業所の場合については、当該３名を除く相談支援専門員に限らず、

職務を兼務しても差し支えない。 

※特別地域加算の対象地域のうち、従事者の確保が著しく困難な地域に所在

する指定特定相談支援事業所においては、都道府県と連携した上で市が認め

る場合、配置される常勤の相談支援専門員のうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していることに代えて、当該相談支援事業所以外に配置され

る主任相談支援専門員等により一定の指導及び助言が行われる体制が確保さ

れていることで足りるものとする。  

⑨ 
協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要な取

り組みを実施している。 

⑩ 

（複数事業所が協働で体制を確保する場合の要件）運営規定において、市に

より地域生活支援拠点等として位置付けられていることを定めていること又

は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、協

議会に定期的に参画している。 

※経過措置として、改正前に機能強化型サービス利用支援費を算定していた事業

所においては、令和７年３月３１日までの間は、上記⑥及び⑨の要件を満たしてい

るものとみなす。 

 



- 7 - 

 

 

別表４ 

基本報酬区分 要件 

機能強化（Ⅳ） 
① 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等

を目的とした会議を定期的に開催している。 

② 24 時間常時連絡できる体制を整備している。 

③ 
当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対

し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。 

④ 
基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場合に、当該ケ

ースを受託する体制を整備している。 

⑤ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している。 

⑥ １人の相談支援専門員の取扱件数（前６月平均）が 40 件未満である。 

⑦ 

専ら指定計画相談支援の提供に当たる相談支援専門員を合計２名以上配置

し、かつ、そのうち１名以上を常勤とするとともに、そのうち１名以上が相

談支援従事者現任研修を修了している。 

 

 

（３）各種加算 

 加算名称 算定要件 留意事項 単位/月 

① 特別地域加算 

中山間地域等に居住している

利用者に対して支援を行った

（次の要件をいずれも満たす

場合には、テレビ電話等を活

用して利用者に対するアセス

メント又はモニタリングに係

る面接等も算定ができる。・利

用者が特別地域加算の対象地

域に居住し、かつ相談支援事

業所と利用者の居宅等に一定

の距離があること・面接を行

う月の前月または前々月に利

用者の居宅等を訪問してアセ

スメント又はモニタリングに

係る面接を行った）場合 

・該当者は受給者証に記

載あり 

・通常の事業実施地域を

超えてサービス提供して

も交通費の受領は不可 

 

 

 

＋15/100 
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② 
遠隔地訪問加

算 

特別地域加算の対象区域に所

在し、かつ、相談支援事業所と

の間に一定の距離がある利用

者の居宅等、病院等その他機

関を訪問して、以下の加算を

算定する場合に、これらの加

算の算定回数に応じて加算す

る。 

初回加算（④）、入院時情報連

携加算（⑤または⑥）、退院・

退所時加算（⑦）、居宅介護事

業所等連携加算（⑧）、保育・

教育等移行支援加算（⑨）、医

療・保育教育機関等連携加算

（⑩）、集中支援加算（⑪） 

 

算定先と相談支援事業所

との間の一定の距離は、

利用者居宅その他機関へ

の訪問に概ね片道１時間

を要する距離とする。そ

の時間の中には、交通機

関の運行頻度が少ない等

により、合理的経路かつ

最短時間となる移動方法

を選択した場合の、待機

時間も含む。 

300 

③ 
利用者負担上

限管理加算 

利用者負担上限管理を行った

場合 

・「利用者負担上限管理事

務依頼（変更）届出書」の

提出が必要 

・負担額が負担上限額を

超えているか否かは問わ

ない。 

150 

④ 初回加算 

①新規にサービス等利用計画

等を作成する場合 

②サービス等利用計画を作成

する月の前６月間において、

障害福祉サービス又は地域相

談支援を利用していない者に

対して指定サービス利用支援

を行った場合 

③計画相談に係る契約をした

日からサービス等利用計画案

を交付した日までの期間が３

ヶ月を超える場合であって、

３ヶ月が経過する日以後に月

２回以上、利用者の居宅等に

訪問し面接（テレビ電話装置

等を活用して面接した場合を

含む。ただし、月１回は居宅等

を訪問し、面接することを要

する）を行った場合 

・①又は②に非該当でも

③の要件を満たしていれ

ば算定可能 

•③の要件を満たす場

合、最大３回分が算定可

能 

•①又は②と③を満たす

場合は、合算し最大４回

分が算定可能・退院・退所

加算を算定する場合、初

回加算は算定不可 

300 

(計画相談) 

 

500 

(障害児相談) 
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⑤ 
入院時情報連

携加算 

入院時に病院等を訪問し情報

提供を行った場合（①）、それ

以外の方法で情報提供した場

合（②） 

・提供した情報の記録を

5 年間保存すること。 

・基本報酬を算定しない

月でも請求可能 

300 

（①） 

150 

（②） 

⑥ 
退院・退所加

算 

利用者の退院・退所時に病院

や入所施設等から情報収集し

た場合 

・入院・入所等の期間中、

サービス利用計画作成に

併せて３回を限度に算定 

・初回加算を算定する場

合、退院・退所加算は算定

不可 

・情報収集を行ったこと

の記録を５年間保存する

こと。 

300 

⑦ 

居宅介護事業

所等連携加算

（計画相談の

み） 

これまで障害福祉サービス等

を利用していた利用者が、介

護保険サービスを利用する場

合又は通常の事業所に新たに

雇用される場合であって、指

定居宅介護支援事業所、指定

介護予防支援事業所、雇用先

の事業所又は障害者就業・生

活支援センター等（以下「関係

機関」という。）へ引継ぐ場合

において、一定期間を要する

ものに対し、当該利用者を担

当している相談支援専門員

が、情報提供を行い支援内容

の検討等に協力する場合（①

④）、居宅等への月２回以上の

訪問による面接(テレビ電話装

置等を活用して面接した場合

を含む。ただし、月１回は利用

者の居宅等を訪問し、面接す

ることを要する)を行った場合

（②⑤）、関係機関が開催する

会議への参加を行った場合

（③⑥） 

・利用者が介護保険サー

ビスを利用開始する場

合、通常の事業所等に新

たに雇用された場合にの

み算定可能 

・基本報酬を算定しない

月でも請求可能 

・サービス利用支援費、継

続サービス利用支援費、

入院時情報連携加算、退

院・退所加算を算定して

いる場合は算定不可 

・提供した情報の記録を

5 年間保存すること。 

150/回 

（①④） 

300／回 

（②③⑤⑥） 

※指定居宅介護

支援事業所、指

定介護予防支援

事業所の場合は

①～③ 

※雇用先の事業

所、又は障害者

就業・生活支援

センター等の場

合は④～⑥ 
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⑧ 

保育・教育等

移行支援加算

（障害児相談

のみ） 

これまで障害福祉サービス等

を利用していた利用者が、就

学、進学する場合又は通常の

事業所に新たに雇用される場

合であって、保育所、小学校、

特別支援学校、雇用先の事業

所又は障害者就業・生活支援

センター等（以下「関係機関」

という。）へ引継ぐ場合におい

て、一定期間を要するものに

対し、当該利用者を担当して

いる相談支援専門員が、情報

提供を行い支援内容の検討に

協力する場合（①）、居宅への

月２回以上の訪問による面接

を行った場合（②）、関係機関

が開催する会議への参加を行

った場合（③） 

利用者が保育所等に通う

場合、通常の事業所等に

新たに雇用された場合に

のみ算定可能 

・基本報酬を算定しない

月でも請求可能 

・障害児支援利用援助費、

継続障害児支援利用援助

費、入院時情報連携加算、

退院・退所加算を算定し

ている場合は算定不可 

・提供した情報の記録を

5 年間保存すること。 

150/回 

（①） 

300/回 

（②③） 

⑨ 

医療・保育・教

育機関等連携

加算 

医療・保育・教育機関等の多機

関連携のため、指定（継続）サ

ービス利用支援を実施する月

において、次の①～③のいず

れかの業務を行った場合に算

定 

医療・保育・教育機関等の職員

と面談又は会議を行い、情報

提供を受けた上で、サービス

利用計画を作成した場合（①-

Ⅰ）、継続サービス利用計画を

作成した場合（①－Ⅱ）、利用

者の通院に同行し、利用者の

心身の状況、生活環境等必要

な情報提供をした場合（②）、

福祉サービス等提供機関に対

して利用者に関する必要な情

報を提供した場合（③） 

 

・病院及び訪問看護の事

業所、それ以外の福祉サ

ービス等提供機関それぞ

れで月１回を限度に算定 

・初回加算又は退院・退所

加算を算定し、かつ、退院

又は退所する施設の職員

のみから情報提供を受け

ている場合は算定不可 

・情報収集を行ったこと

の記録を５年間保存する

こと。 

300 

 （①-Ⅱ,②） 

200 

  （①-Ⅰ） 

150 

  （③）   
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⑩ 集中支援加算 

 

 

計画決定月及びモニタリング

対象月以外の業務について、

月２回以上の居宅等への訪問

による面接(テレビ電話装置等

を活用して面接した場合を含

む。ただし、月１回は居宅等を

訪問し、面接することを要す

る)を行った場合（①）、サービ

担当者会議を開催した場合

（②）、関係機関が開催する会

議へ参加した場合（③）、利用

者の通院に同行し、必要な情

報を提供した場合（④）、福祉

サービス等提供機関に対して

利用者に関する必要な情報を

提供した場合（⑤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 計画作成月及びモニ

タリング月には算定不可 

• 入院時情報連携加算、

退院・退所加算を算定す

る場合も算定不可 

• 利用者１人につきそ

れぞれ月１回を限度に算

定可能 

・①、②、③ひと月にそれ

ぞれ１回ずつ、最大３回

算定可能 

・④同一の病院等につい

ては月１回を限度に算定

可能。 

・⑤病院及び訪問看護の

事業所又はそれ以外の福

祉サービス等提供区分ご

とにそれぞれ月１回を限

度に算定可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300 

 （①～④） 

150 

（⑤） 

⑪ 

サービス担当

者会議実施加

算 

継続サービス利用支援等の実

施時に、居宅への訪問及び面

接することに加え、サービス

等利用計画に位置付けた関係

機関の担当者を招集して、サ

ービス担当者会議を開催し、

検討を行った場合 

・月 1 回を限度に算定 

・検討の結果、サービス等

利用計画の変更を行った

場合は、サービス等利用

支援費を算定するため、

当該加算は算定不可 

・検討に必要な担当者が

参加していれば、必ずし

も担当者全員の出席は要

しない。 

・サービス担当者会議の

内容を記録し、５年間保

存すること。 

100 
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⑫ 

サービス提供

時モニタリン

グ加算 

継続サービス利用支援等実施

時又はそれ以外の機会におい

て、サービス等利用計画に位

置付けた障害福祉サービス事

業所等を訪問し、確認結果の

記録を作成した場合 

・月に 1 回を限度に算定 

・1 人の相談支援専門員

が１月に請求できる当該

加算の件数は 39 件が限

度 

・サービス等利用計画に

位置付けた障害福祉サー

ビス事業所等の全てを訪

問することは要しない。 

・基本報酬を算定しない

月でも請求可能 

・確認結果の記録を 5 年

間保存すること。 

100 

⑬ 

主任相談支援

専門員配置加

算 

相談支援従事者主任研修を

修了した常勤かつ専従の主任

相談支援専門員を１名以上配

置し、主任相談支援専門員が

適切な助言・指導を行うこと

ができる体制の整備がされて

いること。主任相談支援専門

員に求められる地域における

中核的な役割を踏まえ、次に

掲げる区分に応じ算定。 

①主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ） 

・事業所の要件 

 基幹相談支援センターの委

託を受けている、児童発達支

援センターに併設される又は

地域の相談支援の中核を担う

機関として市が認める当該相

談支援事業所に限る 

・主任相談支援専門員が行う

べき事項 

 主任相談支援専門員による

地域における中核的な役割と

して期待される取組を特に評

価するため、当該相談支援事

業所の従事者に加え、当該相

談支援事業所以外の相談支援

事業所、障害児相談支援事業

所及び 

 

 

 

 

 

・事前に研修を修了した

主任相談支援専門員を配

置している旨を市へ届出

ることが必要 

・体制が整備されている

旨を事業所に掲示すると

ともに公表することが必

要 

・①の事業所の要件とし

て、基幹相談支援センタ

ーの委託を受けている、

児童発達支援センターに

併設されている又は地域

の相談支援の中核を担う

機関として市が認める指

定特定相談支援事業所に

限る 

・②は①以外の加算の届

出をしている事業所で算

定可能 

300

（①） 

100

（②） 
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一般相談支援事業所の従事者

に対しても、その資質向上の

ための指導及び助言を実施し

た場合に算定。 

ここでいう「指導及び助言

を実施した場合」とは、次のⅰ

～ⅳいずれの要件も満たす体

制が整備されていなければな

らない。 

ⅰ利用者に関する情報又はサ

ービス提供に当たっての留意

事項に係る伝達等を目的とし

た会議の開催 

ⅱ新規に採用した全ての相談

支援専門員に対する主任相談

支援専門員の同行による研修

の実施 

ⅲ当該相談支援事業所の全て

の相談支援専門員に対して、

地域づくり、人材育成、困難事

例への対応などサービスの総

合的かつ適切な利用支援等の

援助技術の向上等を目的とし

て主任相談支援専門員が行う

指導、助言 

ⅳ基幹相談支援センターが実

施する地域の相談支援事業者

の人材育成や支援の質の向上

のための取組の支援（日常的

な支援方針等を検討する場の

設置・運営、事業所の訪問や相

談支援従事者の業務への同行

等等による専門的な助言、研

修会の 
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等による専門的な助言、研修

顔の企画・運営（相談支援従事

者研修の実習の受入を含む。

等）を基幹相談支援センター

職員と共同で実施しているこ

と。 

②主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ） 

・当該相談支援事業所の従事

者又は当該相談支援事業所以

外の相談支援事業所、障害児

相談支援事業所及び一般相談

支援事業所の従事者に対し、

その資質向上のための研修を

実施した場合に算定。 

ここでいう「研修を実施し

た場合」とは、①の（Ⅰ）の主

任相談支援専門員が行うべき

事項ⅰ～ⅲに規定する要件に

加えて、次の要件も満たす体

制が整備されていなければな

らない。 

・基幹相談支援センターが実

施する地域の相談支援事業者

の人材育成や支援の質の向上

のための取組の支援（日常的

な支援方針等を検討する場の

設置・運営、事業所の訪問や相

談支援従事者の業務への同行

等による専門的な助言、研修

会 

の企画・運営（相談支援従事者

研修の実習の受入を含む。）

等）への主任相談支援専門員

の協力 
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⑭ 
行動障害支援

体制加算 

強度障害支援者養成研修（実

践研修）又は行動援護従業者

養成研修を終了した常勤の相

談支援専門員を 1 名以上配置

し、その旨を公表している場

合（①）、かつ、当該相談支援

専門員により強度行動障害児

者（障害支援区分３かつ行動

援護項目等の合計点数が 10

点以上である者）に対して現

に計画相談支援を行っている

場合（②） 

・事前に市へ届出が必要 

・加算の届出をしていれ

ば、事業所の全ての相談

支援専門員が実施する計

画相談支援等で算定可能 

・当該加算を算定する場

合、強度行動障害を有す

る者へのサービス提供を

拒むことは認められな

い。 

30（①） 

60（②） 

⑮ 
要医療児者支

援体制加算 

医療的ケア児等コーディネー

ター養成研修等を修了した常

勤の相談支援専門員を 1 名以

上配置し、その旨を公表して

いる場合（①）、かつ、当該相

談支援専門員により、医療的

ケア児者に対して現に計画相

談支援を行っている場合（②） 

・事前に市へ届出が必要 

・加算の届出をしていれ

ば、事業所の全ての相談

支援専門員が実施する計

画相談支援等で算定可能 

・当該加算を算定する場

合、医療的ケア児等への

サービス提供を拒むこと

は認められない。 

30（①） 

60（②） 

 

⑯ 
精神障害者支

援体制加算 

精神障害関係従事者養成研修

等を修了した常勤の相談支援

専門員を 1 名以上配置し、そ

の旨を公表している場合。利

用者が通院する病院等の看護

師（精神障害者の支援に関す

る一定の研修を修了した者に

限る）又は精神保健福祉士と

連携する体制が構築されてお

り、かつ当該相談支援専門員

により精神障害者に対して、

現に計画相談支援を行ってい

る場合のいずれも満たす場合 

 

 

 

 

 

 

たす場合（②） 

 

 

 

 

 

・事前に市へ届出が必要 

・加算の届出をしていれ

ば、事業所の全ての相談

支援専門員が実施する計

画相談支援等で算定可能 

・当該加算を算定する場

合、精神障害者等へのサ

ービス提供を拒むことは

認められない。 

 

 

 

 

 

 

30 

（①） 

60 

（②） 
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⑰ 

高次脳機能障

害支援体制加

算 

高次脳機能障害支援者養成研

修を修了した常勤の相談支援

専門員を１名以上配置し、そ

の旨を公表している場合

（①）、かつ、当該相談支援専

門員により、高次脳機能障害

を有する利用児者に対して、

現に計画相談支援を行ってい

る場合（②） 

・事前に市へ届出が必要 

・加算の届出をしていれ

ば、事業所の全ての相談

支援専門員が実施する計

画相談支援等で算定可能 

・対象の障害特性を有す

る利用者への支援を行わ

なかった場合も算定可能 

・当該加算を算定する場

合、高次脳機能障害者等

へのサービス提供を拒む

ことは認められない。 

 

30（①） 

60（②） 

 

⑱ 
ピアサポ―ト

体制加算 

障害者ピアサポート研修にお

ける基礎研修及び専門研修の

課程を修了し、修了した旨の

証明書の交付を受けた者を、

次の従事者としてそれぞれ常

勤換算方法で 0.5 人以上配置

し、その旨を公表し、配置され

た者のいずれかにより、事業

所の従事者に研修が年 1 回以

上行われている場合に算定 

・ 障害者又は障害者であった

と市町村長が認める者 

・ 管理者、相談支援専門員そ

の他従事する者 

・事前に市へ届出が必要 

・加算の届出をしていれ

ば、事業所の全ての相談

支援専門員が実施する計

画相談支援等で算定可能 

100 
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⑲ 

地域生活支援

拠点等相談強

化加算 

地域生活支援拠点の機能を担

う事業所が、連携する短期入

所事業所への緊急時受入の対

応をした場合 

・月に 4 回を限度に算定 

・他の指定特定相談支援

事業所において指定計画

相談支援等を行っている

要支援者又はその家族等

からの要請に基づき連

絡・調整を行った場合は

算定不可 

・連絡・調整を行った記録

を 5 年間保存すること 

700 
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⑳ 

地域生活支援

拠点等機能強

化加算 

次のいずれかに該当する場合 

・計画相談支援及び障害児相

談支援（機能強化型（継続）サ

ービス利用支援費（Ⅰ）又は

（Ⅱ）を算定する場合に限

る。）と自立生活援助、地域移

行支援及び地域定着支援のサ

ービスを一体的に運営し、か

つ地域生活支援拠点等に位置

付けられた相談支援事業者等

において、情報連携等を担う

コーディネーターを常勤で１

名以上配置されている場合 

・計画相談支援及び障害児相

談支援（機能強化型（継続）サ

ービス利用支援費（Ⅰ）又は

（Ⅱ）を算定する場合に限

る。）、自立生活援助、地域移行

支援及び地域定着支援に係る

複数の事業者が、地域生活支

援拠点等のネットワークにお

いて相互に連携して運営され

ており、かつ、地域生活支援拠

点 

等に位置付けられた場合であ

って、当該事業者又はネット

ワーク上の関係機関（基幹相

談支援センター等）において、

情報連携等を担うコーディネ

ーターが常勤で１名以上配置

されている場合 

・配置されたコーディネ

ーター１名当たり、算定

人数の上限を１ヵ月当た

り合計 100 回まで 

・障害児相談支援につい

ても同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500 
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㉑ 
緊急時対応加

算 

利用者又はその家族等からの

要請にもとづき、緊急的に訪

問等を行った場合に地域生活

支援拠点等に位置付けられ、

かつ、関係機関との連携調整

に従事する者を配置している

場合 

・利用者又はその家族等

から要請を 24 時間以内

に行った場合に、１回の

要請につき１回を限度と

して算定できる 

50/回 

㉒ 
地域体制強化

共同支援加算 

運営規定において、市町村に

より地域生活支援拠点等とし

て位置づけられていることを

定めている場合又は地域生活

支援拠点等に係る関係機関と

の連携体制を確保するととも

に、協議会に定期的に参画し

ている場合 

・月に１回を限度に算定 

・協議会への報告内容の

記録を 5 年間保存するこ

と 

2,000 

  

（４）各種減算 

介護保険制度のケアプランが作成されている利用者に、１人の相談支援専門員

が、一体的に指定計画相談支援等を提供した場合に減算となる。 

 支給単位 算定要件 適用区分 単位/月 

㉓ 
居宅介護支援費重複

減算（Ⅰ） 

要介護１・２の利用者

に対して一体的に指定

計画相談支援等を提供

した場合 

機能強化型ｻｰﾋﾞｽ利用支援費

（Ⅰ～Ⅳ） 

サービス利用支援費（Ⅰ） 

-572 

機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支

援費（Ⅰ～Ⅳ） 

継続サービス利用支援費（Ⅰ） 

-623 

㉔ 
居宅介護支援費重複

減算（Ⅱ） 

要介護３～５の利用者

に対して一体的に指定

計画相談支援等を提供

した場合 

機能強化型ｻｰﾋﾞｽ利用支援費

（Ⅰ～Ⅳ） 

サービス利用支援費（Ⅰ） 

-881 

サービス利用支援費（Ⅱ） -92 

機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支

援費（Ⅰ～Ⅳ） 

継続サービス利用支援費（Ⅰ） 

-932 

継続サービス利用支援費（Ⅱ） -278 
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㉕ 
介護予防支援費重複

減算 

要支援１・２の利用者

に対して一体的に指定

計画相談支援等を提供

した場合 

機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支

援費（Ⅰ～Ⅳ） 

継続サービス利用支援費（Ⅰ） 

-16 

㉖ 
虐待防止措置未実施

減算 

次の基準を満たしてい

ない場合 

・虐待防止委員会を定

期的に開催するととも

に、その結果について

従業者に周知徹底を図

ること 

・従業者に対し、虐待の

防止のための研修を定

期的に実施すること 

・上記措置を適切に実

施するための担当者を

置くこと 

基本報酬 

所定単位

数の１％ 

を減算    

㉗ 
業務継続計画未策定

減算 

次の基準に適応してい

ない場合 

・感染症や非常災害の

発生時において、利用

者に対するサービスの

提供を継続的に実施す

るため、及び非常時の

体制で早期の業務再開

を図るための計画（業

務継続計画）を策定す

ること 

・当該業務継続計画に

従い必要な措置を講ず

ること 

※令和７年３月３１日

までの間、「感染症の予

防及びまん延防止のた

めの指針の整備」及び

「非常災害に関する具

体的計画」の策定を行

っている場合は、減算

を適応しない 

基本報酬 

所定単位

数の１％

を減算 

㉘ 情報公表未報告減算 

障害者総合支援法に基

づく情報公表に係る報

告がされていない場合 

基本報酬 

所定単位数

の５％を減

算 

 


